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特集２／労働‐福祉ネクサス論の射程
巻頭言
特集にあたって
 千葉大学法経学部教授　　
 安孫子　誠男
　１．福祉と労働がクロスオーバーする局面が広がっている。一方で、少子化
高齢社会という文脈において福祉のための財政制約が重みをまし、福祉コスト
の削減や「就労による自立」の促進が叫ばれている。他方で、グローバル化に
より促迫される労働市場の柔軟化をつうじて雇用の安定性が脅かされ、そこで
のリスクに対処するため新たな社会的保護が必要になってきた。そうした福祉
と労働の交錯にともない、ワークフェア、アクティべーション、社会的排除・
包摂、シティズンシップなどをキーワードとする議論が活発になっている。
　試みに、社会政策学会第 111 回大会（2005 年）の共通論題「社会政策にお
ける福祉と就労」の報告集成をみてみよう。そこでは、福祉と労働の関連のあ
りようを再検討するために「ワークフェア」をめぐる議論が多様に展開されて
いる※。共通論題の座長を務めた武川正吾氏は、福祉と労働を関連づける戦略
として、つぎの３つを対照させている。第１は「福祉から就労へ」という自由
主義レジームのワークフェア戦略、第２は「就労のための福祉」とよばれる社
※ 社会政策学会編『社会政策における福祉と就労』（法律文化社、2006 年）。関連す
る最近の文献として、たとえばつぎがある。福原宏幸編著『社会的排除／包摂と社
会政策』（法律文化社、2007 年）、埋橋孝文編著『ワークフェア――排除から包摂へ？』
（法律文化社、2007 年）、日本政治学会編『年報政治学  2007‐Ⅱ　排除と包摂の政
治学――越境、アイデンティティ、そして希望』（木鐸社、2007）、Bhalla, A.S. and 
Lapeyre, F. （eds.）, Poverty and Exclusion in a Global World, First Edition 1999, 
Second Revised Edition 2004, Palgrave Macmillan.（アジット・Ｓ・バラ／フレデリッ
ク・ラペール、福原宏幸／中村健吾監訳『グローバル化と社会的排除』昭和堂、2005 年）。
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会民主主義のアクティベーション戦略、第３は「就労と福祉の切断」を特徴と
するベーシック・インカム論である。
　第１の「福祉から就労へ」は、福祉受給の要件として就労の義務が課される
ものであり、「福祉国家の民営化」という 1980 年代以降ニューライトによっ
て進められた「再商品化戦略」の延長上にある。それは狭義のワークフェア戦
略をなす。第２の「就労のための福祉」は、就労を促進するために福祉を提供
するというアクティベーション戦略であり、エンプロイアビリティ（就労可能
性）を高めるために職業訓練プログラムなど教育投資の役割を強調する。第
１の「再商品化戦略」と対比して「脱商品化戦略」とよばれる。第１と第２の
戦略は、就労と福祉の統合を――逆方向にだが――図るという点で共通するが、
両者の関連を完全に切断しようとする構想が第３のベーシック・インカム論で
ある。労働能力の有無、性別、年齢、家族形態にかかわりなく、シティズンシッ
プにもとづいて一定額の所得を給付する構想である。この「就労と福祉の切断」
戦略は、就労の規範が強まれば強まるほどそこから排除されてしまう人々を視
野に入れた「社会的包摂」戦略をなす。こうした３つの戦略は、福祉と労働の
関係を原理的に考察するうえで重要な基準をなしている。最近の研究動向、と
くに日本のそれの特徴は、アクティベーション戦略を称揚しながらも第３の戦
略への志向が強く出ているところにあろう。広井良典氏の「定常型社会」論、「持
続可能な福祉社会」論、宮本太郎氏の「ポスト福祉国家のガバナンス」論など
が、その代表的傾向を示すといってよい。
　２．欧米の社会科学者もこうした問題意識を共有しながらも、その立論の
構成法や力点のおき方において、また強い理論化志向を伴っているという点
で、日本の研究動向といくらか異なっている。G. エスピン‐アンデルセンら
の比較福祉レジーム論が、労働運動など権力資源の動員をベースにして福祉国
家や社会政策を「市場に反する政治」と捉えたのに対して、D. ソスキスや T. ア
イヴァーセンらの政治経済学者は、ビジネスのコーディネーション力や労働者
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の技能形成を重視し、福祉国家や社会政策を「市場を伴う政治」とみなす議論
を展開している。〈資本主義の多様性〉（VOC）アプローチとよばれる後者は、
従来の比較資本主義論において相互に独立した研究潮流をなしてきた生産シス
テム論と福祉レジーム論とを連携させようとする志向、あるいは、福祉国家と
いうマクロ社会の分析を新しい組織の理論によってミクロ的に基礎づけようと
する問題意識をともなっている。したがって、こうした欧米の研究動向には、
パワー（権力）とその分配、ないし社会的コンフリクトとその妥協をベースに
した社会形成論と、アクターの合理的選択、戦略的相互作用をベースにした社
会形成論との対抗、という興味深い構図が孕まれている。
　たとえば、アイヴァーセンらのいう福祉国家の再解釈論には、企業の製品市
場戦略、技能形成、社会的保護、選挙政治といった異なる制度領域を包括的に
捉えようとする方向が示されており、理論化志向の強さとあいまってその問題
構成の潜勢力は相当に大きい。そこには、再分配と保険との関連づけの再解釈
をベースにして、雇用保障や失業補償といった社会的保護が特有な技能の形成
に寄与するという考え方が提示され、福祉国家は再分配を求める社会運動の所
産であると同時に「比較優位の源泉」をもなすという認識が示されている。さ
らにはまた、従来の〈資本主義の多様性〉アプローチに希薄化していた「政治」
の問題が、「選挙政治を取り戻す」というかたちで復権される方向も鮮明に打
ち出されている。
　これに対して、J. ポントゥソンらの政治経済学者は、ビジネス・コーディネー
ションと「制度化された階級妥協」という二次元的な比較座標を提示しつつ、「効
率性／コーディネーション」視点に傾く〈資本主義の多様性〉アプローチに抗
して、「分配／パワー」視点を前面に押し出している。またレギュラシオン学
派の B. アマーブルらも、社会的コンフリクトと「政治経済的均衡としての制度」
という独自な制度観をベースにして、製品市場、労働市場、金融システム、教育・
訓練制度、社会保障制度のあいだの補完性に留意した「五つの資本主義」論を
展開している。こうした研究ではとくに、グローバル化と規制緩和とともにす
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すむ労働市場の流動化やそのデュアリズムの深化および〈労働‐福祉ネクサス〉
の変容、ならびにその背後に横たわる労使間のパワー・ポリティックスの変化
が、問題とされている。さらには、移民の排斥などの社会的排除に抗する「平
等主義的包摂」のビジョンが、示唆されてもいる。
　３．「持続可能な福祉社会」論を構想する場合、福祉と労働のクロスオーバー
の現代的ありよう、あるいはそこでの戦略的対抗を、充分に視野に収める必要
があるだろう。本特集が「労働‐福祉ネクサス論の射程」をテーマとしたのは、
上記のような福祉と労働との今日的重なり合いや、社会的保護と技能形成との
関連づけを核心にふくむ〈労働‐福祉ネクサス〉論のもつ視野と方法の射程を
念頭においてのことである。求められるべき基礎作業は、今日の労働市場の柔
軟化と社会保障制度改革との関連を〈労働‐福祉ネクサス〉というコンセプト
で捉えるための枠組みを構築し、そこからポスト福祉国家の動態分析ならびに
改革のための制度設計を提起することだろう。労働と福祉の交錯関係をいかな
る方法的枠組みでもって捉えるべきか、それを従来の議論の整序をつうじて
――その一端なりとも――考えようとしたのが、以下の論稿と報告である。
　安孫子論文「福祉・生産レジーム論をめぐる争点」は、これまでの比較資本
主義論において分立してきた生産システムと福祉レジーム論とを連携させよう
とする最近の研究の内容およびそこでの争点について論じる。とくに、アイ
ヴァーセンの提起する――「市場を伴う政治」としての――福祉国家の再解釈、
M. エステベス‐アベらによる社会的保護と技能形成を関連づける〈福祉・生
産レジーム〉論、ならびにそうした立論の方法と成果に異議を申し立てるポン
トゥソンの議論を検討することにより、〈福祉・生産レジーム〉論の意義と問
題性を明らかにした。
　また、安孫子報告「比較経済制度論の視点と〈労働‐福祉ネクサス〉」とそ
れをめぐる討論は、2007 年 5 月 30 日に開催された千葉大学 21 世紀 COE プ
ログラム国際公共比較部門・公共政策部門合同対話研究会での報告と討論の記
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録である（『公共研究』第４巻第３号所収の浅田進史氏による報告紹介を参照）。
報告は、生産システム論と福祉レジーム論とを連携させようとする研究動向を、
とくに〈労働‐福祉ネクサス〉論に焦点をあてて紹介・検討し、あわせてフレ
キシキュリティ論や社会的排除・包摂論の可能性に論及したものである。おも
に、ホールとソスキスの〈資本主義の多様性〉論、エスピン‐アンデルセンの
比較福祉レジーム論、アマーブルらレギュラシオン学派の比較経済制度論、そ
れぞれの特性や相互の関連が論じられている。討論部分は、研究会参加者によ
る報告へのコメントと報告者のリプライからなっており、報告に欠落している
重要な諸論点をふくんでいる。
　〈労働‐福祉ネクサス〉論の射程というテーマ性からすれば、これらの論文
と報告・討論は、まだ緒についたばかりのスケッチふう作業にとどまる。そ
こでは、欧米での比較経済制度論ないし〈労働‐福祉ネクサス〉論において
基本争点と思われるものがいくつか論じられているにすぎない。〈資本主義
の多様性〉アプローチをめぐって大いに活況を呈している最近の議論（たと
え ば、Hancké, B., Rhodes, M., and Thatcher, M. （eds.）, Beyond Varieties 
of Capitalism : Conflict, Contradictions, and Complementarities in the 
European Economy, Oxford University Press, 2007. での新論点の展開）の検
討も残されている。また、社会的排除・包摂論やシティズンシップ論など、ポ
スト福祉国家の新たなガバナンスをめぐる問題群もなお手つかずのままである。
こうした巨大なテーマ空間の解明は今後に期されている。
